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Ⅰ 税制改革の視点

将来人口推計と高齢化率の推移（東京都）
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(1)

(54)

(3)
(0.01)

(99.99)

機関費

11.4%

国土保全

及び開発費

10.4%

産業

経済費

6.7%
教育費

11.7%

社会保障関係費

34.4%
恩給費
0.2%

公債費

20.6%
その他
1.5%

(38)
防
衛
費

合計

(42)

(58)

地
方

国
司

法

警

察

消

防

費

(76)

一

般

行

政

費

等
国
土
保
全
費

防衛費

3.0%

(99)
衛
生
費

住
宅
費
等

168.4兆円

71.1兆円

97.3兆円

国民負担率の国際比較

国と地方の役割分担（平成28年度決算）

＜歳出決算・最終支出ベース＞

注１ （）内の数値は、目的別経費に占める国・地方の割合。
 ２ 計数は精査中であり、異動する場合がある。
 ３ 総務省ホームページ「地方財政関係資料」より抜粋。
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社会保障の給付と負担の現状 （2018年度予算ベース）

国・地方の税源配分
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社会保障給付費と社会保障財源の推移
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Ⅱ 地方法人課税をめぐる喫緊の課題への対応

地方税収の構成（平成30年度地方財政計画額）

東京都の人口一人当たり一般財源額（指数）の推移

年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

　　　　　　

92
95
100
103

指数

　

　

121
117
94
85
83
86

注１ 総務省「地方税に関する参考統計資料」、「都道府県決算カード」、「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」等

より作成。

２ 数値は、都道府県一般財源(地方税収入額と地方交付税等の合算額）における人口一人当たりの金額に係る指数。

地方税収入額には税収入と地方譲与税を、地方交付税等には地方交付税と臨時財政対策債を含む。

３ なお、東京都の税収入は、特別区において都税として徴収した市町村税相当分を除いた額で算出している。

４ 人口は住民基本台帳人口（24年度までは各年度末日、25年度以降は各年度１月１日）による。

※ 全都道府県平均を100とした場合の指数
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付加価値額に占める人件費の推移

法人事業税の外形標準課税の拡大の推移

7



法人実効税率の推移

法人実効税率の国際比較
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外形標準課税対象法人数（平成28年度）

東京都内における外形標準課税対象法人数の推移
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Ⅲ 環境関連税制

環境関連の主な現行の税制措置

OECD環境統計‐環境関連税制
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「地球温暖化対策のための税」の概要

主な炭素税導入国の比較
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107

62
74

101
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160

1990 1995 2000 2005 2010 2015

日本 スウェーデン

フランス カナダ

注 平成29年度東京都主税局委託調査「炭素税導入及び引上げプロセスにおける課題と解決手法に関する国際比較調査・分析等委託」報告書より抜粋。

（1990年を100とする）

24,565 

13,313 

1,068 1,068 689 590 
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

ガソリン 軽油 灯油 重油
（産業用）

ガス
（産業用）

石炭
（産業用）

CO
2排
出
量
1ト
ン
当
た
りの
税
率
（
円
/t
CO

2） 軽油引取税 揮発油税・地方揮発油税
石油石炭税（本則） 地球温暖化対策税

注 平成29年度東京都主税局委託調査「炭素税導入及び引上げプロセスにおける課題と解決手法に関する国際比較調査・分析等委託」報告書より抜粋。

一人当たりCO2排出量の推移

日本における燃料別の税率水準（CO2排出量１トン当たり）
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日本における部門ごとの実効炭素税率の水準

人口一人当たりの税収額の指数（平成28年度決算額）
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注１　総務省資料より作成。

　 ２　環境性能割の課税主体は、自動車税は都道府県、軽自動車税は区市町村。
　　ただし、軽自動車税環境性能割は、当分の間、都道府県が賦課徴収を行う。

＜現行制度＞ ＜平成31年10月～＞

平成31年10月1日

廃
止

自動車取得税
（取得に対する課税）

自動車税
（保有に対する課税）

軽自動車税
（保有に対する課税）

自動車税

軽自動車税

　環境性能割（取得に対する課税）

　種別割（保有に対する課税）
　　（改正前の自動車税、
　　　　　　４月１日現在所有者等に課税）

　環境性能割（取得に対する課税）

　種別割（保有に対する課税）
　　（改正前の軽自動車税、
　　　　　　４月１日現在所有者等に課税）

環境性能割導入前後の自動車税・軽自動車税の法体系

自動車関連税収の推移
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産業部門

（工場等）

4億1,800万t

<34.6%>

運輸部門

（自動車等）

2億1,500万t

<17.9%>

業務その他部門
（商業・サービス・事業所等）

2億1,400万t

<17.8%>

家庭部門

1億8,800万t

<15.6%>

その他※

1億7,100万t

<14.2%>

CO₂総排出量
12億600万t
（2016年度）

○日本の各部門におけるCO2排出量 ○運輸部門におけるCO2排出量

・自動車全体で
運輸部門の86.2%
（日本全体の15.4%）

・旅客自動車は
運輸部門の49.8%
（日本全体の8.9%）

・貨物自動車は
運輸部門の36.4%
（日本全体の6.5%）

※ エネルギー転換部門（発電所等）、非エネルギー起源（工業プロセス及び製品の使用、廃棄物の焼却等）による排出量。
注１ 国土交通省資料、国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィス「日本の温室効果ガス排出量データ（1990～2016年度）確報値」より作成。
２ 電気事業者の発電の伴う排出量、熱供給事業者の熱発生に伴う排出量はそれぞれの消費量に応じて最終需要部門に配分。
３ 二輪車は、2015年度確報値までは「業務その他部門」に含まれていたが、2016年度確報値から独立した項目として

「運輸部門」に算定。
４ 端数処理の関係上、合計の数値が一致しない場合がある。

貨物自動車／トラック

7,846万t

<36.4%>

自家用乗用車

9,926万t

<46.1%>

バス…429万t<2.0%>

タクシー…283万t<1.3%>

二輪車…87万t<0.4%>

航空機…1,019万t<4.7%>

船舶…1,037万t<4.8%>

鉄道…919万t<4.3%>

運輸部門におけるCO2排出量

乗用車の取得・保有・走行に係る年間税負担額の国際比較
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（単位：百万円）

注１ 総務省「ふるさと納税ポータルサイト」関連資料をもとに作成。

２ 各年度の計数は、道府県民税分と市町村民税分の合算である。

３ 各年度の計数は、前年中（例えば、平成30年度については、平成29年１月１日～12月31日の間）のふる

さと納税に係る各年度における控除の適用状況。

４ 平成30年度の計数は、「市町村税課税状況等の調」の調査票をもとに寄附金税額控除に係る数値につい

て事前に調査し、取りまとめたもの。（平成30年６月１日時点）

注１ 総務省「ふるさと納税に関する現況調査結果」（平成30年７月６日）をもとに作成。

２ 各年度の計数は、都道府県とその区市町村の受入額の合算である。

（単位：百万円）

※全国に占める東京都の割合（平成30年度）：26.4％

※全国に占める東京都の割合（平成30年度）：0.6％

控除額 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

全国 1,805 2,043 21,017 4,526 6,062 18,425 100,192 178,316 244,774

東京都 478 554 5,718 1,228 1,822 4,857 26,315 47,580 64,576

受入額 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

全国 10,218 12,163 10,410 14,564 38,852 165,291 284,409 365,317

東京都 3,038 1,206 1,739 1,383 1,128 1,243 871 2,267

※

※

「ふるさと納税」に係る控除の適用状況の推移（個人住民税）

「ふるさと納税」の受入額の推移
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